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オープンデータの活用を促進するための仕組み

Mechanism for Promoting the Use of Open Data

須　永　博　行，　三　 浦　　 仁，　山　崎　太　郎

要　約　オープンデータとは，自由に使えて再利用もでき，かつ誰でも再配布できるような
データのことである．日本も欧米に続いて公共データをオープンデータとして活用する取り
組みが進んでいる．具体的には，2012 年に政府が公表した「電子行政オープンデータ戦略」
で，公共データを機械可読な形式で公開することや営利目的，非営利目的を問わず活用を促
進することなどを基本原則として定めている．さらに，2013年のG8において「オープンデー
タ憲章」が発表され，各国でオープンデータの取り組みが加速している．

　　オープンデータの活用とは，人や企業などの組織が，国や自治体などが公開したデータを
直接的に利用して分析やサービスに利用することや，データを使ったアプリケーションおよ
びそれに基づいたサービスを提供することであり，また公開データの間接的な利用として，
人や企業などの組織がオープンデータを利用したサービスを使い，それぞれの活動に役立て
ることと捉える．

　　オープンデータの活用を促進するためには，オープンデータへの取り組みが始まった現段
階では，まずデータを直接利用する人や組織にとってデータが利用しやすい形式で公開さ
れ，それら公開データを取得しやすい状態になっていることが重要である．しかし，データ
を公開する作業には手間がかかること，また公開データの量が増えるとデータを見つけるこ
とが困難になるため，データ公開を支援する仕組みとデータを見つけやすくする仕組みが必
要である．

Abstract　Open Data is defined as follows, “A piece of data or content is available to everyone and is free to 
use, reuse, and redistribute it”. Following after the Europe and the United States, Japan has been making 
an approach to use public data as Open Data. IT Strategic Headquarters published an Electronic govern-
ment Open Data strategy in 2012. It defines the basic principles as follows. Public data be published in the 
form of machine-readable data, and be used regardless of the non-commercial purposes or profit. And “G8 
Open Data Charter” is presented in 2013, efforts to Open Data has begun in each country.

　　The utilization of Open Data is that organization such as a corporate or a person uses the data that 
national and local governments published, and also organizations such as companies or people use a ser-
vice using the Open Data to assist their respective activities.

　　In order to promote the use of Open Data, following two things are important. One is that it must be 
published in a format that is easy to use the data directly by people and organizations. The other, it must 
be easy to get the Open Data. However, it takes time and effort to publish the data. And it will be difficult 
to find the data as the amount of Open Data increases. Therefore, two mechanisms by IT are required. 
One is a mechanism to support the publication of data. Another is a mechanism to find the data easier.
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1.　は　じ　め　に
　オープンデータとは，Open Definition［1］の定義によると「自由に使えて再利用もでき，かつ
誰でも再配布できるようなデータ」のことである［2］．2013 年の G8 で出されたオープンデータ
憲章［3］において「経済成長を促す巨大な可能性をもたらす」と記されているように，経済活動
に大きな波及効果を与えるものとして期待されている．オープンデータがこのような効果を生
むためには，2012 年に出された DATA METI 構想［4］で「公開データを利活用したビジネスが
展開する社会基盤を整えていくことで，オープンデータによる経済活性化の促進を図る」とさ
れているように，社会的な基盤整備やルール整備をしながら自らの情報を公開していく国，情
報を公開しながら地域の活性化につなげたい自治体，情報を活用してサービスなどを立ち上げ
たい企業などが，それぞれの立場や役割で，オープンデータの活用に関する取り組みを，同時
に進めていかなければならない．
　本稿では，まず 2 章にてオープンデータに関する欧米の取り組みと日本における国や自治体
の取り組み，および企業の取り組み事例を紹介する．さらに 3 章では，オープンデータの活用
を促進するための仕組みの必要性について述べる．そして 4 章では，その仕組みに関連する日
本ユニシスの構築事例を紹介する．

2.　オープンデータに関する現状認識
　本章では，オープンデータに関する現状認識として，欧米の取り組みと日本における国や自
治体の取り組み，および企業の取り組み事例を紹介する．

　2. 1　欧米の取り組みと日本における国や自治体の取り組み
　オープンデータに関しては欧米での取り組みが先行している．EU では「公的機関の情報の
再利用に関する指令」（EU 指令 2003/98/EC）［5］，米国ではオバマ大統領の「透明でオープンな
政府」に関する指令が出され，2009 年頃から米国，英国をはじめとした各国の政府によるデー
タカタログ＊1 の Web サイトが立ち上がっており［6］，44 か国のデータカタログのサイトが稼働
している［7］（2014 年 8 月 1 日現在）．2013 年の G8 では，さらに参加国によりオープンデータ
の活用の加速が表明された．
　日本においては，内閣に設置された IT 戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略
本部，現 IT 総合戦略本部）から 2001 年に出された e-Japan 戦略［8］の中で「電子政府の実現」
の一環として「行政情報のインターネット公開，利用促進」という方針が示されている．その
後，本格的なオープンデータの取り組みは 2012 年に復旧・復興支援制度データベースの公開
をきっかけに始まり，IT戦略本部より「電子行政オープンデータ戦略」［9］が出された．この中で，
公共データを機械可読な形式＊2 で公開することや営利目的，非営利目的を問わず活用を促進す
ることなどが基本原則として定められ，内閣官房を中心として経済産業省や総務省などで取り
組みが活発になっている．さらには「電子行政オープンデータ推進のためのロードマップ」［10］

が IT 総合戦略本部から提示され，これに従って 2013 年の 12 月には国によるデータカタログ
サイト試行版＊3（DATA.GO.JP）が公開された．
　自治体における取り組みも加速しており，オープンデータを提供している自治体数は 2012
年には数か所しかなかったが，2014 年 8 月の段階では 40 か所を超えている．データの公開ま
では至らなくても，オープンデータに関するアイデアソン＊4，ハッカソン＊5，プロコン＊6 など
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を開催したり，協議会などによってオープンデータの取り組みを推進している自治体も増えて
いる．

　2. 2　企業の取り組み事例
　本節では，先行している米国企業の取り組み事例を紹介する．

　1）　地域に関するデータを活用した不動産販売の促進
　米国の MRIS＊7 では，同社が提供する「MRIS homes - Real Time Local Listings」サービ
スにて，不動産の情報を地図上に表示し，合わせて表示地域に関係する住民，経済，学校，
環境などについての情報も参照することができるようになっている．これにより住宅購入後
の生活を想像することができるようになり，不動産の売り上げも向上した．MRIS では，国
税調査局の人口統計や教育省の学校関連情報，国立観測所の気象情報など複数のオープン
データを加工し，利用者が理解しやすいように地図上に表示することで，サービスを提供し
ている．

　2）　気象や土壌のデータを活用した農家向け保険商品の販売
　米国の THE CLIMATE CORPORATION では，国立気象サービス（National Weather 
Service）や農務省などのデータを使い，農家向け保険（Total Weather Insurance）のサー
ビスを提供している．このサービスは国立気象サービスが提供する地域ごとのリアルタイム
気象データや農務省の数十年にわたる収穫データ，土壌情報などのオープンデータを分析し
て農場ごとに保険をカスタマイズして提供している．
　このカスタマイズは THE CLIMATE CORPORATION の独自のデータ解析技術によって
実現されており，オープンデータと独自技術を組み合わせることで，他社にないサービスを
提供している．

3.　オープンデータの活用を促進するための仕組み
　本章では，オープンデータの活用を促進するための仕組みの必要性について述べる．
　オープンデータの活用とは，人や企業などの組織が，国や自治体などが公開したデータを直
接的に分析やサービスに利用することや，データを使ったアプリケーションおよびそれに基づ
いたサービスを提供することであり，また公開データの間接的な利用として，人や企業などの
組織がオープンデータを利用したサービスを使ってそれぞれの活動に役立てることと捉える．
　オープンデータの活用を促進するためには，オープンデータへの取り組みが始まった現段階
では，まずデータを直接利用する人や組織にとってデータが利用しやすい形式で公開され，そ
れらの公開データを取得しやすい状態になっていることが重要である．また，新しいデータが
次々と公開されデータ量が増えていくことが予想されるため，利用しやすい形式でデータを公
開することや公開データを取得しやすくすることは一過性のものではなく，持続的に実施して
いくことが重要である．
　しかし，それにはいくつかの課題がある．データの公開にはデータ収集，データ加工，デー
タ管理というような作業が含まれ，これらの作業を人手で持続的に実施するには，非常に手間
がかかることが課題である．例えば，データ収集では組織に散らばっているデータを集め，紙
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媒体からの電子化や公開可否の判断などの作業があり，データ加工では，PDF や Excel など
の形式の文書ファイルをファイブスター評価＊8 で提唱されている CSV（comma-separated val-
ues）や RDF（Resource Description Framework）＊9 などの機械が扱いやすい形式に加工する
作業がある．データ管理ではデータを蓄積し，利用者が利用しやすい形式のデータ（ファイル
など）をクリエイティブ・コモンズ・ライセンスの CC-BY＊10 などの再利用可能なライセンス
を明示して提供する作業がある．
　また，今後データ公開がますます進めば，データ量が膨大になり，公開場所がいくつも分散
していき，欲しいデータを人手では見つけにくくなることが課題となり，単なるデータ公開だ
け進めても，必ずしもデータ利用につながるとは限らない．データ公開にかかる手間の低減や
データを見つけやすくするために，IT による支援が重要と考える．
　データ公開の支援としては，収集したデータを機械が扱いやすい形式に加工し，データを管
理（データの蓄積と提供）する仕組みが必要である．この仕組みを実現するものとして，デー
タ公開を支援する基盤の構築が考えられる．
　また，データを見つける支援として，大量に存在し，なおかつ複数の場所に点在するオープ
ンデータを，横断的に検索や参照することができるポータルサイトの仕組みが必要である．こ
の仕組みを実現するものとして，米国や英国をはじめとした世界各国では，データカタログサ
イトが構築されている．日本でも，府省のデータを扱っているものとしては，経済産業省の
Open DATA METI＊11 や，4. 2 節で紹介するデータカタログサイト試行版などで同様の取り組
みが既に始まっている．今後，国や自治体などのオープンデータの公開が進み，データ量が増
え，データの公開場所が増えていくとともに，データを探しやすくするデータカタログサイト
を整備していくことがますます重要になる．

4.　日本ユニシスによる構築事例
　本章では，3章で述べた二つの仕組みに関連する日本ユニシスの構築事例を紹介する．まず，
データ公開を支援する基盤に関連する構築事例として，日本ユニシスが佐賀県武雄市にて実施
した「武雄市地域経営型包括支援クラウドモデル実証事業」について紹介し，次にデータカタ
ログサイトに関連する構築事例として，日本ユニシスが構築に携わった国のデータカタログサ
イト試行版について紹介する．

　4. 1　武雄市地域経営型包括支援クラウドモデル実証事業の紹介
　日本ユニシスは佐賀県武雄市の「武雄市地域経営型包括支援クラウドモデル実証事業」を株
式会社 SIIIS（以降，SIIIS），株式会社デイ・ソフトウェア（以降，デイ・ソフトウェア）と
のコンソーシアムで 2013 年 5 月に受託し，2014 年 3 月まで実証実験を実施した．本節では，
最初に実証実験の概要について紹介し，次に 3 章で述べたデータ公開を支援する基盤のうち，
日本ユニシスが担当したオープンデータ管理基盤の要件とその対応について述べる．
　この実証実験で武雄市は，住民の安心・安全に関する様々な情報を災害時だけでなく，平常
時から一つのポータルサイトで公開し，住民からのフィードバックにより情報の有用性を検証
した．具体的には，自治体が保有している救急設備情報（AED）や避難所，インフルエンザ
罹患数（学校）などの安心・安全に関わるデータ，市からのお知らせおよび暮らしに関するデー
タなどを地図上に表示するサービスを提供し，住民が地図を見ながら情報を簡単に閲覧できる



オープンデータの活用を促進するための仕組み　　（93）41

ようにした（図 1 の生活情報提供アプリケーション）．また，機械可読なデータ形式の一つで
ある CSV 形式のファイルをクリエイティブ・コモンズ・ライセンスに基づいたライセンスを
明示して提供し，事業者などがダウンロードして自社のデータなどと組み合わせて活用できる
ようにした（図 1 の CSV データ提供アプリケーション）．
　実証実験では，3 章で述べたデータ公開を支援する基盤のうち，データを加工する部分（自
治体が保有するデータをオープンデータとして加工するアプリケーション）の構築をデイ・ソ
フトウェアが担当，オープンデータを管理する部分（オープンデータを蓄積し提供するオープ
ンデータ管理基盤）の構築とクラウド環境の提供を日本ユニシスが担当した．また，データの
活用に関する部分（住民や市役所職員が利用するアプリケーション）の構築を SIIIS が担当し
た（図 1）．

図 1　武雄市地域経営型包括支援クラウドモデルの概念図

　日本ユニシスが構築を担当したオープンデータ管理基盤は，武雄市が保有しているデータを
オープンデータとして提供するために蓄積し，そのデータの取得方法を二種類提供している．
一つは API＊12 を呼び出す方法で，住民など一般利用者を対象とした「生活情報提供アプリケー
ション」（図2）で利用している．このアプリケーションは地図画面を表示し，緯度・経度のデー
タをもとに地図上にマーカーを表示する．利用者がマーカーをクリックすると内部的に API
で取得したデータを表示し，利用者は詳細な情報を得ることができる．もう一つはファイルを
ダウンロードする方法で，事業者などを対象とした「CSV データ提供アプリケーション」で
利用している．このアプリケーションは，オープンデータ管理基盤がデータの種類（救急設備
情報や避難所など）ごとに出力する CSV 形式のファイルの一覧とライセンス，およびダウン
ロード画面を表示する．



42（94）

図 2　生活情報提供アプリケーションの画面イメージ

　次に，オープンデータ管理基盤を構築する上での要件とその対応について述べる．
　武雄市では安心・安全，暮らし，教育，健康・福祉，観光などの分野で様々なデータ（消火
栓，防火水槽，救急設備情報，避難所，文化財情報，観光地情報など）を保有しているが，媒
体（紙や電子データなど）や電子データの形式（PDF，Excel や Word など）は様々であり，
データを保管している部署も様々であった．このため，データを統一的に管理できるようにす
ることを目的にオープンデータ管理基盤を構築した．
　武雄市の様々なデータはその種類によりデータを説明するために必要となる項目が異なって
いる非定型のデータであった．例えば，消火栓のデータであれば所在地やホースの格納の有無
といった項目がある．一方，防火水槽のデータには所在地，貯水量や有蓋・無蓋の別といった
項目がある．このため，非定型のデータはデータの種類ごとに項目を定義する必要があった．
　また，保有しているデータの中からどのデータをオープンデータにするのかについては，
データを公開するシステムを運用しながら順次決めていくことがほとんどであった．さらに，
運用開始前にはなかった種類のデータが開始後に新たに加わることも想定された．
　こうしたことから，オープンデータ管理基盤を構築するに当たり，様々な非定型のデータを
運用しながら順次公開できることが要件となった．オープンデータ管理基盤では，要件を満た
すため，データの種類に対して最初から静的に項目を定義しなくても済むようなデータ管理方
法とデータ構造を採用した．
　データ管理方法については，運用開始後でもデータを登録する前まではデータの定義を動的
にシステムに追加できるようした．例えば，運用開始後に防火水槽のデータをオープンデータ
にする場合，運用開始前ではなく，データを登録する前までに防火水槽のデータの定義をすれ
ばよいことになる．
　データ構造については，データの各項目を見ていくと，データ共通の項目とデータ固有の項
目があることが分かる．前述の消火栓と防火水槽の例では，所在地は共通の項目で，ホースの
格納の有無（消火栓）や貯水量や有蓋・無蓋の別（防火水槽）は各々のデータに固有の項目で
ある．このことから，全データに共通の項目をデータごとに改めて定義しなくても済むように
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した．具体的には，データ構造にデータ共通の項目と固有の項目を設け，データ間で共通の項
目はシステムとして事前に定義し，データを登録する際は，データ固有の項目だけを定義する
ようにした．これは，データ定義の際に，項目の漏れや表記揺れを防ぐメリットもある．デー
タ共通の項目と固有の項目の例を表 1 に示す．こうして，様々な非定型のデータを，システム
を運用しながら順次公開できるようになり，データを統一的に管理することが可能となった．

種別 項目名

共通の項目 名称，緯度・経度，所在地，説明など

固有の項目 救急設備情報
（AED）

施設名，管理者，電話番号，夜間の対応，休日の対応など

消火栓 ホースの格納の有無など

防火水槽 分団，貯水量，有蓋・無蓋の別，町名，行政区名，路線名など

避難所 施設名，行政区名，収容可能人数，延床面積，駐車場の有無，
広場の有無，風水害（可否），土砂災害（可否）など

表 1　データ共通の項目とデータ固有の項目の例

　4. 2　国のデータカタログサイト試行版の紹介
　国では，各府省でオープンデータを個別に公開するだけでなく，どこにどのようなオープン
データがあるかを分かりやすく案内し，必要なオープンデータ取得を容易にするため，データ
カタログの整備として，データカタログサイト試行版を構築し運用している．日本ユニシスで
は，複数の公開場所を跨るオープンデータの横断検索などを提供するデータカタログサイトを
オープンデータ活用の重要な仕組みと捉え，内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室からの
委託を受け，調査事業の一つとしてデータカタログサイト試行版を構築し，2013 年 12 月 20
日にサイト公開した．以降ではデータカタログサイト試行版について説明する．
　データカタログサイト試行版は，21 府省庁が各ホームページで公開しているデータのうち，
二次利用可能なデータをオープンデータとして利用できるようにするために，タイトル，作成
者，取得先 URL を含むメタデータ＊13（一部はデータ本体を含む）を登録し，カタログデータ
として公開している．データカタログサイト試行版が提供する機能は，データカタログに関し
ては「カタログデータの登録」（一般ユーザには非公開）と「カタログデータの検索および参照」
などがあり，またオープンデータの利用を促進するコンテンツとして，利用者からの意見受付
やアプリケーション開発者への情報提供などを行う「コミュニケーション」，オープンデータに
関する政府方針や公共データの活用事例などを紹介する「オープンデータの取組」などがある．
　データカタログサイト試行版では，データカタログの調査として，カタログデータの検索機
能や，サイト利用者の利用しやすさに関する調査などが求められた．検索機能については，デー
タカタログソフトウェアである CKAN＊14 にて提供される検索機能を通じて調査し，利用しや
すさに関しては，利用者のサイト利用を通じて調査することが必要となった．利用者がサイト
の利用しやすさを評価するためには，構築するサイトに，検索するのに十分な量のカタログ
データを登録しておかなければならなかった．ここでは，サイト構築時に特に重要となったカ
タログデータ登録に関する要件と，サイト利用者の利用しやすさに関連する，利用ソフトウェ
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アに関する要件，多言語対応に関する要件について取り上げる．
　まず，カタログデータ登録に関する要件として，サイト公開時点で 9 千弱のデータセットと
それに紐づく 18 万弱のリソースのカタログデータを登録することが求められた．CKAN のカ
タログデータは，個々のデータファイルに対応するリソースと，リソースをまとめたものでカ
タログデータの主たる単位となるデータセット，データセットの集まりであるグループから構
成されている．またそれぞれに既定および拡張のメタデータ項目を管理することができる．登
録するカタログデータの確定からサイト公開まで短期間であったため，一括で初期データを登
録するツールを開発することで対応した．CKAN では，カタログデータ編集画面から，デー
タセットの拡張メタデータ項目を編集する機能を標準で提供しているが，リソースの拡張メタ
データ項目を編集する機能については提供していない．しかし，内閣官房から提供されたカタ
ログデータには，リソースの拡張メタデータ項目が含まれており，何らかの方法でリソースの
拡張メタデータ項目を編集しなければならなかったため，データ登録ツールの機能として更新
登録と削除登録も追加した．このツールを使ってカタログデータを登録し，サイト公開時点で
求められた件数のカタログデータの公開を実現した．また運用中に発生した大量データの更新
や削除においても，ツールを有効に活用することができた．
　次に，利用ソフトウェアに関する要件として，CKAN と OSS のコンテンツ管理システムを
使用することが求められた．また二つのソフトウェアを使うために派生する要件として，サイ
ト全体に統一感を持たせなければならなかった．そのため，CKAN とコンテンツ管理システ
ムのNetCommons＊15を採用し，一体化したサイトとして見せるように次の対応を行った．まず，
サイトのベースソフトウェアとして NetCommons を位置づけて，メニューやヘッダー・フッ
ターなどサイト全体のデザインを決めた．また，それに合わせて CKAN のページデザインを
変更するため，CKAN プラグインを開発し，見た目の統一化を図った．これにより，サイト
利用者が，CKAN と NetCommons の間を違和感なく行き来できるようにした．
　最後に，多言語対応に関する要件として，日本語と英語の言語切り替えに対応することが求
められた．ここでの言語切り替えは，メニューから言語を選択し，選択した言語に対応するメ
ニュー項目やサイトコンテンツを表示することである．CKAN と NetCommons にはそれぞれ
言語切り替え機能が用意されている．そのため，それぞれのソフトウェア内で言語を切り替え
る限りは，何も問題とならない．しかし，CKAN から NetCommons へ，または NetCommons
から CKAN へと，ソフトウェアを跨って画面を遷移する場合は，言語切り替えを制御しなけ
ればならず，NetCommons 側ではメニュー設定を工夫するとともに，CKAN 側では CKAN
プラグインに言語判定と対応する言語のページを呼び出すプログラムを追加した．これによ
り，CKANとNetCommonsを跨った画面遷移の場合も言語が適切に切り替わるようになった．
　これらの要件に対応することにより，サイトを公開することができ，利用者のデータカタロ
グの利用しやすさに関する調査を実施することが可能となった．

5.　お　わ　り　に
　本稿では，オープンデータの活用を促進するための仕組みの必要性について述べ，その仕組
みに関連する日本ユニシスの構築事例を紹介した．
　日本ユニシスは，データ公開を支援する基盤のうち，武雄市の実証実験ではデータを管理す
る基盤の構築を担当した．今後はデータの投入・加工にかかる手間の低減（住所から緯度・経
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度へ自動的に変換するなど）を目指した機能の拡充や，データボリュームの増加に応じた性能
面の検証などを進めていかなければならないと考えている．また，データの存在をより多くの
人に知ってもらうために，オープンデータ管理基盤とデータカタログサイトとの連携を考慮し
たメタデータの整備や具体的な連携方法などを検討していく必要があると考えている．
　日本ユニシスでは今後も国の活動や自治体によるデータ公開に協力し，オープンデータの活
用促進に貢献していきたい．
　最後に，ご協力頂いた全ての皆様に深く感謝申し上げる．

─────────

＊ 1 データカタログとは，オープンデータのタイトルや作成者，取得先URLなどのカタログデー
タを管理し，利用者にカタログデータの検索や参照，オープンデータへのリンクなどを提供
するサイト．

＊ 2 機械可読な形式とは，コンピュータが入力として解釈し使用できる形式．
＊ 3 データカタログサイト試行版の運用は，本格版の稼働（2014 年 10 月以降）をもって終了す

る．（http://www.data.go.jp）
＊ 4 アイデアソンは，アイデアとマラソンを組み合わせた造語で，あるテーマについてグループ

毎にアイデアを出し合うイベント．
＊ 5 ハッカソンはハックとマラソンを組み合わせた造語で，一日から数日の開催期間中にソフト

ウェアの開発や改善を行うイベント．
＊ 6 プロコンはプログラミングコンテストの略で，コンテスト形式でチームに分かれプログラミ

ングの技術を競い合うイベントで，自治体が開催する場合は完成したアプリやその説明で競
い合い，賞金が出る場合もある．日本ユニシス社内で実施しているプロコンはプログラミン
グ・コンクールの略．

＊ 7 MRIS は，The Metropolitan Regional Information Systems, Inc．が提供している売手業者
と買手業者に不動産取引情報を提供するサービスで一般消費者にも情報を公開している．

＊ 8 オープンデータのファイブスター評価とは，Tim Berners-Lee が提案したものがモデルと
なっており，オープンデータの公開度を 5 段階（5 つ星）で評価したものとなっている

  （http://5stardata.info/ja/）．
＊ 9 RDF（Resource Description Framework）は，Web 上でデータを流通させるための W3C に

よる国際標準規格．Web の識別子または HTTP URI を用いて事物を同定するという考え方に
基づいており，単純なプロパティおよびプロパティの値という観点からリソースを記述する．

＊ 10 クリエイティブ・コモンズ・ライセンス（CC ライセンス）は，作品の作者が自ら「この条
件を守れば私の作品を自由に使って良いですよ」という意思表示をするためのツール．
CC-BY は「原作者のクレジット（氏名，作品タイトルなど）を表示することを主な条件とし，
改変はもちろん，営利目的での二次利用も許可される最も自由度の高い CC ライセンス」
（http://creativecommons.jp/）．

＊ 11 Open DATA METI（http://datameti.go.jp/）
＊ 12 API（Application Programming Interface）は，コンピュータシステムが持つ機能の一部を

外部のアプリケーションなどから簡単に利用するためのインタフェース．
＊ 13 メタデータとは，あるデータに関する情報を持ったデータ（データそのものではなく，デー

タについてのデータ）．
＊ 14 CKAN（Comprehensive Knowledge Archive Network）は，オープンソースのデータ・ハブ，

あるいはデータのカタログ化，公開，共有および検索のためのデータ管理システム．Open 
Knowledge Foundation が開発した．データカタログサイト試行版で使用したのは
CKAN2.1.1．

＊ 15 NetCommons は，CMS（Contents Management System）と LMS（Learning Management 
System）とグループウェアを統合したコミュニティウェア（http://www.netcommons.org/）

（上記注釈中の URL は 2014 年 8 月 26 日時点での存在を確認）
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